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訴 状

平成２３年５月１２日

名古屋地方裁判所 御中

原告ら訴訟代理人

弁護士 滝 田 誠 一

弁護士 新 海 聡

外９名

当事者の表示

別紙当事者目録記載のとおり

愛知県議会議員政務調査費住民訴訟事件

訴訟物の価額 １６０万円

貼用印紙額 １万３０００円

第１ 請求の趣旨

１ 被告は、自由民主党愛知県議員団に対し、金３５９８万７０９６円を支

払うよう請求せよ。

２ 被告は、民主党愛知県議員団に対し、金３７９５万１１６９円を支払う

よう請求せよ。

３ 被告は、公明党愛知県議員団に対し、金８６２万７８６０円を支払うよ

う請求せよ。

４ 訴訟費用は被告の負担とする。

との判決を求める。

第２ 請求の原因

１ 当事者
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（１） 原告らは、愛知県内に住居を有する愛知県民である。

（２） 被告は、愛知県知事であり、地方自治法２４２条の２第１項第４号

の執行機関として、愛知県が有する不当利得返還請求権を行使する義

務を負う者である。

（３） 訴外自由民主党愛知県議員団、民主党愛知県議員団、公明党愛知県

議員団は、いずれも、愛知県議会内で同一の行動をとるために愛知県

議会議員によって構成され、愛知県から政務調査費の支給を受けてい

る会派で、権利能力なき社団である。

２ 政務調査費の支給に関する条例

（１） 愛知県においては、地方自治法１００条１４項を受けて制定された

愛知県議会における政務調査費の交付に関する条例（甲１：以下「本

件条例」という ）３条１項において、愛知県議会の各会派に対し、。

一月につき５０万円に当該会派の所属議員の数を乗じた額を政務調査

費として交付する旨規定している。

（２） 政務調査費の使途基準

本件条例８条１項は政務調査費の使途として調査研究費・研修費・

会議費・資料作成費・資料購入費・広報費・事務費・人件費の８項目

を定め、同２項は、上記使途基準について議会の議長が定める旨規定

している。 これを受けて、愛知県議会における会派に対する政務調

査費の交付に関する規程（甲２：以下「本件規程」という ）４条及。

び別表では、使途基準を下表のとおり定めている。

費 用 内 容

（ 。調査研究費 会派 会派から調査研究活動を委託された所属議員を含む
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以下同じ ）が行う県の事務及び地方行財政に関する調査。

研究及び調査委託に要する調査委託費、交通費、宿泊費等

の経費

研 修 費 会派が行う研修会、講演会等の実施並びに他団体が開催す

る研修会、講演会等への所属議員及び会派の雇用する議員

の参加に要する会場・機材借上費、講師謝金、会費、交通

費、宿泊費等の経費

会 議 費 会派が行う各種会議に要する会場・機材借上費、資料印刷

費等の経費

資料作成費 会派が行う調査研究に必要な資料の作成に要する印刷・製

本代、原稿料等の経費

資料購入費 会派が行う調査研究に必要な図書、資料等の購入に要する

書籍購入代、新聞雑誌購読料等の経費

広 報 費 会派が行う議会活動及び県政に関する政策等の広報に要す

る広報紙・報告書等印刷料、送料、交通費等の経費

事 務 費 会派が行う調査研究に係る事務の遂行に要する事務用品・

備品購入費、通信費等の経費

人 件 費 会派が行う調査研究を補助する職員の雇用に要する給料、

手当、社会保険料、賃金等の経費

（３） 政務調査費の収支報告及び返還請求の規定

ア 本件条例９条は、会派の代表者に対して、政務調査費に関する収支

報告書の提出を義務付けている。そして、同１０条は、議会の議長が

政務調査費の適正な運用を図るための調査を行うことができると規定

している。

イ 本件条例１１条は 「知事は、会派が交付を受けた政務調査費に係、
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る収入の総額から当該会派が行った政務調査費に係る支出（第８条第

１項各号に掲げる費用に充てたものに限る ）の総額を控除して残余。

があるときは、当該会派に対し、当該残余の額に相当する額の政務調

査費の返還を命ずることができる 」として、使途基準に反する支出。

が行われた場合の政務調査費返還請求について定めている。

３ 不当利得返還請求権の存在

（１） 平成２１年度の各会派の政務調査費の支出内容

ア 自由民主党愛知県議員団は、所属議員の事務所の賃借料、光熱費と

して１７４２万３９４５円、自動車のリース料として１８５６万３１

５１円、合計３５９８万７０９６円を平成２１年度の政務調査費とし

て支出した。

イ 民主党愛知県議員団は、所属議員の事務所の賃借料として２２０８

万７３３５円、自動車のリース料として１５８６万３８３４円、合計

３７９５万１１６９円を平成２１年度の政務調査費として支出した。

ウ 公明党愛知県議員団は、所属議員の事務所の賃借料として４６２万

７９８０円、自動車のリース料として３９９万９８８０円、合計８６

２万７８６０円を平成２１年度の政務調査費として支出した。

（２） 上記支出の違法性

前項の各支出は、本件条例及び本件規程が規定する使途のうち事務

費に該当するものとして支出されている。

しかしながら、本件規程の定める使途基準には 「事務費」の内容、

として「会派が行う調査研究に係る事務の遂行に要する事務用品・備

品購入費、通信費等の経費」と規定されており、事務所の借上げ費や

自動車のリース代を例示として挙げていないことに照らせば、これら

は政務調査費の支出対象として想定されていないものと解すべきであ
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る。

したがって、事務所の賃借料や自動車のリース代への支出は、本件

条例および本件規程が定める使途基準に適合しない違法な支出であ

る。

なお、議会が作成した政務調査費マニュアルには「事務費」の例示

に自動車リース料や事務所賃借料が含まれている。しかし、マニュア

ルは本件条例及び本件規程に定められた使途基準の中でどのように政

務調査費を使用すべきかを示すものにすぎず、上位規範たる本件条例

や本件規程の内容を変更できるものではない。

（３） よって、前記（１）に示した各会派の支出は、政務調査費として支

出することが許されないものであり、各会派はこれらを不当に利得し

ていることになるから、被告は、県の財産を回復するため、各会派に

対して本条例１１条に基づく不当利得返還請求を行わなければならな

い。

４ 住民監査請求とその結果

（１） 被告は、前項で述べた不当利得返還請求の義務を負っているにもか

かわらず、各会派に対して不当利得返還請求権を行使しなかった。そ

こで、原告らは、平成２３年２月１８日、被告に違法に財産の管理を

怠る事実があったとして、被告が不当利得返還請求権を行使するよう

求める住民監査請求を提起した。

（２） 愛知県監査委員は、平成２３年４月１４日、原告らに対して、上記

監査請求を棄却する内容の監査結果を通知した（甲３ 。）

５ 結論

よって、原告らは、愛知県が各会派に交付した平成２１年度の政務調査

費中、前記記載の違法支出分について、地方自治法２４２条の２第１項４
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号本文、同条第２項１号に基づき、請求の趣旨記載の判決を求める。

証 拠 方 法

甲第１号証 愛知県議会における会派に対する政務調査費の交付に関

する条例

甲第２号証 愛知県議会における会派に対する政務調査費の交付に関

する規程

甲第３号証 住民監査結果

附 属 書 類

１ 訴状副本 １通

２ 甲号証写し 各１通

３ 訴訟委任状 ９通



- 7 -

当事者目録

名古屋市東区

原告 内田隆 外８名

名古屋市中区三の丸三丁目１番２号

被 告 愛知県知事

大 村 秀 章
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代理人目録

名古屋市中区丸の内２－１８－２２ 三博ビル５階 名古屋第一法律事務所

TEL 052-211-2236 FAX 052-211-2237
弁護士 佐 久 間 信 司

名古屋市中区丸の内２－１６－２３ 丸の内ステーションビル８階

TEL 052-220-5151 FAX 052-220-5152
弁護士 杉 浦 英 樹

名古屋市中区丸の内３－６－１９ ライオンズシティ久屋 （ ）503 460-0002〒

TEL 052-961-1600 FAX 052-961-1615滝田法律事務所（送達場所）

弁護士 滝 田 誠 一（担当）

名古屋市中区丸の内３－６－４１ リブビル６階 弁護士法人リブレ

TEL 052-953-7885 FAX052-953-7884
弁護士 間 宮 静 香

名古屋市北区山田１－６－２８ 松田ビル２階 さたけ法律事務所

弁護士 佐 竹 靖 紀

弁護士法人リブレ半田事務所愛知県半田市広小路町 知多半田ｽﾃｰｼｮﾝﾋﾞﾙ 階16 4
TEL 0569-84-3489 FAX 0569-32-8353
弁護士 柴 田 将 人

名古屋市熱田区神宮二丁目６番１６号 南陽ビル 名古屋南部法律事務所

TEL 052-682-3211 FAX 052-681-5471
弁護士 濱 嶌 将 周

名古屋市中区丸の内三丁目６番４号 リバーパーク丸の内４階

TEL 052-953-7800 FAX 052-953-7801
弁護士 西 野 昭 雄

名古屋市西区城西一丁目１２番１２号 パークサイドビル２階

TEL 052-529-6155 FAX 052-524-6424
弁護士 平 井 宏 和

名古屋市中村区椿町１５番１９号 大和生命名古屋ビル２階

TEL 052-459-1750 FAX 052-459-1751
弁護士 小 島 智 史

愛知県岡崎市羽根町東荒子３８番１ ｆ．ａ．ｓビル２階

TEL 0564-83-6151 FAX 0564-53-5388

弁護士 新 海 聡


